
　2025 年度の茨城県・歯科医療機関の平均点数は、最新公表値で 1,197
点です。個別指導の選定基準は「平均点数の 1.2 倍以上」であり、1,436
点が目安のラインとなります。全国の平均点は 1,250 点で、茨城県はや
や低めです。都道県別だと、1,150 点～ 1,450 点の範囲に収まっていま
す。ある都道府県は 1,450 点で軽く茨城県の個別指導の選定基準を上
回っています。なにか変な構図となっている気がします。
　ところで、世の中は物価高騰のあおりを受けて人件費高騰と物の値
段の高騰の波が押し寄せてきています。当然、われわれにとっても他人
事ではなく、人件費高騰と医療資源の高騰の波がビッグウェーブの如
く押し寄せ経営を圧迫、「経営難」と称してもよい状況でないでしょう
か？
　人件費は人が生活していくために必要であり、医療資源に関しても、
高騰していたとしても医療を遂行するために必要なものです。しかし、
われわれ医療機関の収入である保険診療に関わる保険点数が、その高
騰に追い付かず医療機関が身を削りながら地域医療に従事している状
況であると思います。
　2026 年度の診療報酬本体改定率は +3.09％の引き上げと言われてい
ますが、歯科における各科改定率は +0.31％です。また、今次改定の大
部分を占める賃上げ対応の他、歯科診療所への物価対応分が +0.02％、
歯科診療所への経営環境悪化緊急対応分は +0.01％となっており、診療
報酬本体 +3.09％は見せかけで、現場の窮状を改善させるための改定と
はとても言い難い状況だと考えます。
　人件費は「ベースアップ評価料」という制度があるわけですが、茨城
県内では医科診療所（52.7％）、歯科診療所（32.7％）しか届出が出さ
れていません（※ 3月 9 日時点）。ここ最近は「補助金」を餌に届出率
を上げようとしているようです。賃上げ原資としてベースアップ評価
料は、実際の賃上げ額からすると 70％が不足しており、結果的に経営
者の持ち出しで、金パラ問題ではありませんがこの状況も正に「逆ザヤ
問題」ではないでしょうか？
　次に医療資源に関しては、数年前より 10％前後高騰している状況で
す。特に問題となっている「金パラ（30 ｇ）」に関して、1990 年代が
10,000 円～ 20,000 円台、2017 年が 30,000 円であるのに対して 10 年

後の 2026 年が 165,000 円であり、なんと 5.5 倍の 450％の高騰です。
全国保険医団体連合が算出した試算では、第一大臼歯に金パラを使用
して FMCの治療を行った場合、歯科医療機関が 7,000 円支払って治療
をすることになるそうです。これでは「社会貢献」ではなく「ペナル
ティ」でないでしょうか？歯科治療を提供した際、治療を受ける側では
なく、治療を提供する側の歯科医療機関が支払う状況は異常です。
　さらには、国が進める「医療DX」の促進です。促進のため補助金に
よるテコ入れが行われている現状ですが、デジタルというのは継続の
ためにシステムの入れ替え、バージョンアップ、通信費などなど、その
都度、高額な料金が発生します。これが医療機関にジャブのようにダ
メージを与えてきます。「医療DX」の加算点数にしても、それらを網
羅するような点数設定にはなっていないのが現状です。
　「医療DX」の促進に関連した問題も耳にすることが多くなってきま
した。歯科診療所の閉院・廃院の問題です。2026 年度の診療報酬改定
においても「医療DX」にかかる費用を賄うことが困難であることに加
えて、人件費や医療資源の高騰への対応が困難であることは間違いな
いと思います。それが原因なのか否かは判断できませんが、閉院・廃院
におけるひとつの要因となっているのではないかと考えられます。そ
して、2040 年に深刻化すると言われている無医村・無歯科医村の問題
は、医科よりも歯科の方が進行しているようです。
　この深刻な状況を乗り越えていくため、問題の理解と改善策を整理
することが必要だと思います。問題点として、診療報酬本体改定率
+3.09％の中で歯科固有の評価に対する改定率は低い状況にあり、歯科
医療機関の経営改善には程遠い状況であること。現時点で行える方策
として、2026 年度の改定以降、大幅にアップするベースアップ評価料
を届出・算定していかなければ、職員確保すら難しい状況も考えられ
るため、算定を前向きに検討していかなければいけないこと。加えて、
今後は改定率の中で、技術料に対する評価を高めていくことができる
よう国や政府に対して訴えることが重要であり、それと同時に技術料
の評価ではないベースアップ評価料や物価対応等は、基本診療料の中
での評価を求めていくことも忘れてはならないことだと考えます。
　今回の「論壇」は歯科の立場から執筆したので、歯科に偏った内容に
なっておりますが、医科においては計り知れない影響が押し寄せてき
ているのではないかと推察いたします。
　最後に、先月号の論壇で福田潔副会長が触れていた「医療機関の控除
対象外消費税問題」は、今改めて真剣に検討するべき時に差し掛かって
います。
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